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1 ．はじめに
インターネット通信販売（以下，ネット通販）は，既に多くの消費者にとって欠かせ
ないサービスの一つとなっている。それまで，都心部等の一部の地域のみでしか購入で
きなかった商品を，日本中または世界中で購入できるようになった。これにより，消費
者の居住地による買物可能な商品の種類の格差は，以前に比べて小さくなっている。
ネット通販は消費者の買物のための移動を削減するが，それゆえに消費者まで商品を
届けるための物流が重要となる。ネット通販物流の機能は大きく，商品の在庫管理のた
めの倉庫機能とラストマイルまでの輸配送の機能に大別できる。日本における自社で販
売する商品を扱うネット通販事業者 1 ）の場合，倉庫機能を自社で担う一方で，輸配送
については，既にラストマイルまでのネットワークを整備していた宅配便事業者に委託
してきた。
宅配便は，消費者をはじめとした小口の荷主から比較的小さいサイズの荷物を集め，
それを複数の送り先に配送するサービスである。日本では，お中元やお歳暮といった贈
答品の配送は，宅配便サービス初期の成長の原動力となった。
ネット通販が一般的なサービスとして普及するようになると，より広域な地域に，より
速く配送することで，消費者の需要に応えようとするネット通販事業者が増加した。これ
は，ネット通販物流の構造にも当然影響を与えた。扱う商品の種類の増加や，主要な都市
圏に在庫拠点を配置するようになった結果，在庫拠点の規模は拡大し，拠点の数も増加し
た。さらには，当日配送等の速達サービスの強化によって，それまで輸配送を担っていた
1 ）これに対して，楽天や Yahoo のようにオンライン上に仮想的な「モール」を展開して，そこに出店するネッ
ト通販事業者の出店料を収入源とするモール型のネット通販事業者は，ここでは区別する。
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宅配便事業者だけでなく，ネット通販事業者が自ら配送を行うようにもなっている。
本稿では，日本におけるネット通販の発展と消費者の需要の変化を背景とした，ネッ
ト通販物流の構造変化を明らかにするために，ネット通販物流の機能を整理し，考察を
加える。
2 ．ネット通販物流の機能
ネット通販では，消費者が商品を注文し，ネット通販事業者が在庫拠点から商品を
ピッキング，梱包，発送手続を行う。宅配便による消費者宅までの輸配送のネットワー
クが発達していた日本では，都市間の幹線輸送やラストマイルの配送を宅配便事業者が
担うことが多い。幹線輸送に関しては，ネット通販事業者の在庫拠点配置によって必要
性は異なる。ネット通販の在庫拠点を少なくして，宅配便事業者に都市間の輸送を任せ
るか，在庫拠点を複数持つことで消費者までの距離を短くするかは，顧客の分散程度や
提供するサービス水準，利用可能な宅配便事業者のサービス水準によっても異なるであ
ろう。
たとえば，アメリカのAmazon.comは，かつて税制 2 ）の恩恵を得るために，少数の
拠点でアメリカ全土をカバーしていたが，消費者の居住地に従って課税される仕組みが
整えられると，輸送費用と在庫費用を考慮した在庫配置を展開するようになった。
このようにネット通販物流の構造は，当該地域の物流環境や制度によって異なる。宅
配便事業者の提供エリアや物流サービス水準次第では，ネット通販事業者が自社でなっ
たほうが費用面でも優位になる場合がある。橋本（2015）では，ネット通販物流におけ
る，宅配便事業者とネット通販事業者の補完関係と競争関係の混在について言及してい
る。本稿では，この関係性について物流機能面と事業者の取組に焦点を当てて，我が国
の物流環境や消費者需要を基にネット通販物流の構造を整理する。
2 ． 1 　倉庫機能
（ 1）ネット通販事業者
日本のネット通販サービスは，Amazon.comの日本向けサービスを展開するAmazon.
co.jp（以下，アマゾン）と楽天を中心に発展してきた。アマゾンは自社で仕入れた商品
を主に販売する「直販型」のネット通販事業者である一方で，楽天 3 ）は自社のオンラ
インサイト上に，商品を直接扱うネット通販事業者を出店させて，そこから出店料など
を得る「モール型」と呼ばれるビジネスモデルである。
2 ）州ごとで税制が異なるので，在庫拠点を税制上有利な州に置くことで，そこからアメリカ全土に商品を配送
していた。
3 ）楽天ブックスのように，一部の商品だけは楽天自社で商品を仕入れて在庫管理を行っている。
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両形態の違いは，物流にも現れる。ネット通販が普及するようになり，ネット通販で
購入される商品の種類が増加すると，アマゾンは自社の物流拠点であるFC（フルフィ
ルメントセンター）の規模や数を増加させた。一方で楽天は，モールに出店する事業者
が各自で在庫管理や出荷を担うため，ネット通販の市場規模の拡大に合わせた在庫管理
能力の強化は，アマゾンと比べると必要性が薄かった。
ネット通販が消費者の間に浸透すると，中小のネット通販事業者の中には注文に十分
対応できない事業者も現れるようになる。元より，ネット通販の注文は深夜に近い時間
帯が多いと言われている。スマートフォンの普及によって，午前中の通勤時間にネット
通販を利用する消費者も増加したが，いずれにしても従来の小売店舗が営業するような
時間帯から外れた時間帯での注文が多くなる傾向にある。中小のネット通販事業者の場
合，このような24時間対応の受注管理や在庫拠点の分散化にも限界がある。
そこで，アマゾンのような大手ネット通販事業者は，自社の在庫拠点の一部スペース
を他の事業者に貸与し，受注管理も代行するという「フルフィルメントサービス」を展
開している。受注管理に割くことができる人的リソースに限りのある中小ネット通販事
業者でも，相応の料金を支払うことでアマゾンのような大手ネット通販事業者の物流
ネットワークを利用することができる。
フルフィルメントサービスは，物流に限った話ではない。顧客対応や決済の代行もフ
ルフィルメントの一例である。元よりアマゾンは，全国規模の在庫拠点に加え，国内随
一のネット通販事業者としての知名度を持っている。ブランド力に乏しい事業者であっ
ても，アマゾンのサイト内に商品を並べることができるということは，販売戦略上も有
用である。これに加えて，アマゾンのFCに商品を置いて商品管理を委託すれば，アマ
ゾンが自社で販売する商品と同じスピードで消費者の元まで届けることが可能となる。
オンラインサイトのブランド力と物流の規模という 2 つの面で，アマゾンは我が国のフ
ルフィルメントサービスにおける最大の成功者となっている。
フルフィルメントサービスを利用するネット通販事業者が前述のような恩恵を受けられ
る一方で，アマゾンにも自社の物流施設の稼働率向上のメリットがある。フルフィルメン
トサービスでは，追加的な費用は最小限にとどめてオンラインサイトへの出店料とFCで
の在庫管理手数料を得ることができる。自社で入荷する商品の種類を増やすリスクをとる
ことなく，どのような顧客に，どのような商品が好まれるのかという情報を得ることがで
きるのも，フルフィルメントサービスを提供する側のメリットであると言えよう。
（ 2）宅配便事業者
ヤマトホールディングス（以下，ヤマトHD）等の宅配便事業者によるフルフィルメ
ントサービスも提供されている。宅配便事業者のフルフィルメントサービスは，他の物
流事業者と比べて，ラストマイルの配送網があるゆえに優位に働くと考えられる。しか
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し，ヤマトHDや日本郵政グループのように3PLよりは宅配便サービスに注力してきた
事業者は，商品在庫を保管する能力の面が不十分になるとも考えられる。しかし近年
は，都道府県や地域単位での大型の幹線輸送拠点の大規模化や仕分け能力の向上によっ
て，宅配便事業者によるフルフィルメントサービスも存在感を増している。
ただし，宅配便事業者らにはアマゾンのようなブランド力のあるオンラインサイトが
存在しない。ネット通販において物流の機能は重要であるが，商品の販売がまず重要に
なることを考えれば，その点は当然アマゾンに見劣りするであろう。
現在，宅配便事業者の幹線輸送拠点を利用したフルフィルメントサービスは，たとえ
ば大手化粧品メーカーなどが利用している。このことを考えると，自社である程度のブ
ランド力を有する事業者のほうが，宅配便事業者の倉庫機能に関するフルフィルメント
サービスを利用する可能性がある。また，楽天のようにブランド力をある程度持つモー
ル型の事業者との提携という可能性も考慮できるのではなかろうか。楽天は，モール型
のネット通販事業者であったゆえに，アマゾンに比べて物流設備が不十分であった。物
流面を宅配便事業者と補うことができれば，サービスとしての魅力度は増すかもしれな
い。ただし，受注管理の情報や宅配便事業者が在庫管理に割くことができる施設面での
余裕があるか否かも課題であると考えられる。
2 ． 2 　輸配送機能
（ 1）ネット通販事業者
我が国のネット通販は，宅配便が既に翌日・翌々日での配送を標準サービスとして整
えていたこともあり，ネット通販事業者と宅配便事業者の連携が十分に行われることで，
注文から 2 ， 3 日（場合によっては翌日）で商品を届けることが可能となった。
しかし，消費者のすぐに購入した商品を使いたい，という需要に応えるように，都市
圏を中心とした「当日配送」の整備が進んでいる。今までは，宅配便の翌日・翌々日配
送網を利用すればよかったネット通販事業者も，都市圏を中心に在庫拠点を増やす必要
が出てきた。この在庫拠点の増加には，ネット通販が初期のロングテール戦略から，日
用品を扱うヘッド戦略に移行していったことによる取扱商品数の増加も背景にあると考
えられる。
そして，ロングテール戦略からの転換でネット通販が日用品を扱うことは，従来の実
店舗型の小売店とも競合する範囲が増加することを意味する。コンビニエンスストアで
も買える商品をネット通販で買うように仕向けるためには，配送の時間をより短くする
必要がある。ネット通販は，小売の実店舗までの移動の手間や時間の節約というメリッ
トを消費者に与える反面，商品を受け取るまでの時間がかかるというデメリットがある。
配送時間をより短くすることは，そのデメリットを減らすことにつながる。
しかし，複数の荷主の荷物を集約・混載することで採算性のある物流サービスを実現
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する宅配便事業者では，既存の物流ネットワークを活用するとなると，朝に注文した商
品を夜に届けるという当日配送が限界となる。そのため，注文から 1 時間以内となると，
ネット通販事業者は宅配便事業者の利用以外で配送を行う必要がある。
アマゾンでは，人口密集地の一部地域で自社配送による1時間または 2 時間以内の配
送を行っている。たとえばアマゾンは，「Prime now」というスマートフォン向け専用ア
プリを利用して，都内23区や横浜，大阪の一部地域のみを対象に， 2 時間であれば無料，
1 時間以内であれば890円 4 ）で配送サービスを提供している。2016年12月現在では，東
京都世田谷区，江東区，豊島区，神奈川県横浜市，大阪府淀川区5 ）にPrime now専用の
在庫拠点を整備している。これらの倉庫は，従来のアマゾンのFCと比べると，住宅地に
あるゆえに規模が小さいため，Prime nowで扱う商品数はアマゾンのオンラインサイト
本体で扱う商品数に比べて少なく，売れ筋商品や日用品に絞っていることが特徴である。
短時間の配送サービスは，単に商品をすぐ受け取ることができるという以外のメリッ
トが消費者にはある。アマゾンやアスクルは，アプリを通して配送員の現在位置を消費
者に提供するため，消費者はいつ頃配送に訪れるかを確認することができる。現在の宅
配便の時間指定枠の場合， 2 ～ 3 時間の枠のいつ配送に来るかは実際に来るまでは不明
である。場合によっては，時間枠の最後まで配送を待つ可能性があるので，消費者はそ
れだけの時間に対して不効用（費用）を感じることが考えられる。このように，ネット
通販事業者の自社配送による短時間配送サービスは，消費者の時間に対する効用の面で
も効果があると考えられる。
また同じように，配送時間の枠に縛られたくないという消費者にとっては，楽天が日
本郵便と共同で取り組むような宅配ボックスのようなシステムが有効になり得る。宅配
便の利点は，軒先まで荷物を配送することにあるが，生活様式の多様化から必ずしも自
宅で受け取ることだけが利点ではなくなっている。日本ではコンビニエンスストア受取
りが存在するものの，コンビニエンスストアでの受取りにおけるレジでの煩雑なやり取
りを嫌う消費者にも需要はあるであろう。
（ 2）宅配便事業者
ネット通販物流における輸配送機能は，宅配便事業者がもっとも得意とする機能であ
る。現在，日本国内で全国規模に展開し，翌日・翌々日の配送で細やかな時間帯を指定
できる事業者はヤマト運輸，佐川急便，日本郵便の大手 3 社に限られる。
ネット通販事業者による自社での配送は， 1 ～ 2 時間での配送サービスを提供してい
るものの，全ての地域で提供できるわけではない。都市圏でも限られた地域でしか提供
できないため，全国規模で見れば宅配便事業者がネット通販物流の輸配送の主要な担い
4 ）2016年11月現在。
5 ）MWPVL（http://www.mwpvl.com/html/amazon_com.html），日本経済新聞（http://www.nikkei.com/article/
DGXLASDZ15HBU_V11C16A1000000/），ヨコハマ経済新聞（http://www.hamakei.com/headline/9714/）
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手であることは変わりない。
ただし，低コストで画一的なサービスを提供することが宅配便事業者の強みであるが，
ネット通販事業者によって住宅の密集した「うまみ」のある地域の配送を奪われている
現状は確かである。
その中で，ヤマト運輸はネオポスト社と合弁して一部の地域でPUDO（Pick Up Drop 
Oﬀ ）ステーションと呼ばれる宅配ボックスを設置している。これは前述の楽天と日本
郵便のシステムとは異なり，ヤマト運輸以外の事業者の荷物も受け取ることができる
「オープン型」の宅配ボックスである。2016年12月現在，全国で都内や大阪を中心に111
か所に設置されており，2022年までに約5,000か所の設置を目指している。
出所：Pack City Japan HPより
図 1　（左） 1都 ₃県のPUDO配置，（右）東京メトロ南行徳駅のPUDO
₃ ．まとめ
これまでに見てきたように，日本においては宅配便というサービスが先行して社会に
浸透していたこともあり，ネット通販物流の輸配送は宅配便事業者が担ってきた。諸外
国におけるネット通販物流では，宅配便の発展よりも前にネット通販が発展し，宅配便
サービスがネット通販に牽引される形で発展する例もある。日本の場合，お中元やお歳
暮のような百貨店の贈答品の文化も手伝って，翌日・翌々日の配送を基準として，クー
ル便や細やかな時間指定が可能な高度な宅配便サービスの土壌が存在した。そのため，
ネット通販物流における在庫管理や発送手続き等の倉庫業務を除いた，幹線輸送やラス
トマイルの配送業務は宅配便事業者が担ってきた。
倉庫業務については，ネット通販事業者が自社で行うことが一般的であった。しかし，
ネット通販市場が成熟し，アマゾンのような大手ネット通販事業者が力を持ってくる
と，大手のネット通販事業者は自社のオンラインサイトの販売力，受注処理，在庫管理
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のノウハウを他のネット通販事業者に提供するフルフィルメントサービスを始めるよう
になった。この結果，自社で全ての受注を管理するよりも，大手の販売網や在庫管理に
委託した方が効率的であると判断した中小ネット通販事業者は，このフルフィルメント
サービスを利用するようになる。
宅配便事業者による輸配送，ネット通販事業者による倉庫業務と，両者は棲み分ける形
でネット通販物流を形成していたが，宅配便事業者による倉庫業務への進出とネット通販
事業者によるラストマイルの配送業務への進出という動きも見られるようになっている。
たとえば，ヤマトHDが幹線輸送拠点で製造事業者や中小のネット通販事業者の商品
在庫の管理と発送手続きを行う取組が挙げられる。大手ネット通販事業者のようなオン
ラインサイトでの販売力こそ持たないものの，宅配便の幹線輸送拠点から直接注文した
消費者の自宅まで配送が可能であるため，物流のスピードという面では優位性が発揮可
能である。
一方，アマゾンやヨドバシのような大手ネット通販事業者は，都心部等の一部地域限
定で，宅配便事業者を利用しないで自社配送を行う取組を始めている。これは，注文か
ら 1 ～ 2 時間という短時間で配送を行うサービスの提供のために実施された取組である。
大手ネット通販事業者は，宅配便事業者程の輸配送を低コストで行う仕組みやノウハウ
には欠いているが，配送の面から考えれば人口密度の高い地域のみでサービスを提供す
る，スマートフォンアプリ等を利用して配送員の現在位置を「見える化」する等のサー
ビスと合わせることで，従来の宅配便サービスでは満たすことができなかった消費者の
需要に応えている。
幹線輸送 ラストマイル
倉庫業務
（保管、在庫管理、
発送手続き等）
宅配便事業者
フルフィル
メントサー
ビス
ネッ
ト 中小
委託
通販事
業
者 大手 自社配送
図 2　ネット通販物流における構造変化
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